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ノムラ⽇本株戦略ファンド 
＜愛称＞ Big Project-N 

運用報告書(全体版) 
 

第47期（決算日2023年９月20日） 
 

作成対象期間（2023年３月21日～2023年９月20日） 

受益者のみなさまへ 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
当作成対象期間の運用状況等についてご報告申し上げます。 
今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 
 

●当ファンドの仕組みは次の通りです｡ 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 
信 託 期 間 2000年２月２日から無期限です。 

運 用 方 針 

わが国の株式を実質的な主要投資対象とし、中長期的にわが国株式市場全体のパフォーマンスを上回る投資成果を目指して、積極的な
運用を行なうことを基本とします。 
株式への投資にあたっては、投資対象銘柄を「大中型バリュー」、「大中型グロース」、「小型ブレンド」の３つに区分し、それぞれの投
資スタイルに応じた専門の運用チームが個別投資銘柄の選定、投資比率の決定等を行ないます。 
また、各スタイル運用チームへの資産配分については運用総責任者を中心とする社内エコノミスト、アナリスト等から構成される当
ファンド専用の「投資政策委員会」が、投資環境見通し等の定性的判断に加え、リスク管理等の定量的判断も参考にして、適宜変更す
ることを基本とします。株式の実質的な組み入れにあたっては、フルインベストメントを基本とします。 

主な投資対象 
ノムラ日本株戦略ファンド わが国の株式およびノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド受益証券を主要投資対象とします。 
ノムラ日本株戦略ファンド 

マザーファンド 
わが国の株式を主要投資対象とします。 

主な投資制限 
ノムラ日本株戦略ファンド 株式への実質投資割合には制限を設けません。 
ノムラ日本株戦略ファンド 

マザーファンド 
株式への投資割合には制限を設けません。 

分 配 方 針 
年２回の毎決算時に、繰越分を含めた利子・配当収入と売買益等から基準価額水準等を勘案して分配します。留保益の運用については、
元本部分と同一の運用を行ないます。 
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○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
(東証株価指数) 

期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

43期(2021年９月21日) 13,297 200 5.6 2,064.55 3.7 97.1 1.4 55,041 

44期(2022年３月22日) 11,821 50 △10.7 1,933.74 △ 6.3 96.5 1.3 48,286 

45期(2022年９月20日) 11,773 100 0.4 1,947.27 0.7 96.4 1.3 46,081 

46期(2023年３月20日) 11,601 100 △ 0.6 1,929.30 △ 0.9 97.5 1.3 44,782 

47期(2023年９月20日) 14,006 200 22.5 2,406.00 24.7 97.3 0.9 52,456 
 
＊基準価額の騰落率は分配金込み。 

＊当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
(東証株価指数) 

騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2023年３月20日 11,601 － 1,929.30 － 97.5 1.3 

３月末 12,140 4.6 2,003.50 3.8 95.6 1.7 

４月末 12,364 6.6 2,057.48 6.6 96.6 1.8 

５月末 12,873 11.0 2,130.63 10.4 96.7 1.8 

６月末 13,556 16.9 2,288.60 18.6 95.4 1.7 

７月末 13,894 19.8 2,322.56 20.4 96.4 1.3 

８月末 13,750 18.5 2,332.00 20.9 96.5 1.3 

(期  末)       

2023年９月20日 14,206 22.5 2,406.00 24.7 97.3 0.9 
 
＊期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 

＊当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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◎運用経過 

○期中の基準価額等の推移 
 

  

  
（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。作成期首（2023年３月20日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、個々のお客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注）ベンチマークは、TOPIX（東証株価指数）です。ベンチマークは、作成期首（2023年３月20日）の値が基準価額と同一となるように計

算しております。 

（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

＊基準価額は22.5％の上昇 

基準価額は、期首11,601円から期末14,206円（分配金込み）となりました。 

 

・局面①（期首～2023年６月中旬） 

（上昇） ３月の訪日外国人客数が前年同月比で27倍となったことが報じられ国内経済回復に対

する期待が高まったこと。 

（下落） 米地銀の大規模な資金流出が明らかとなり金融システムへの不安が広がったこと。 

（上昇） 日銀の金融政策決定会合において金融緩和策維持が決定され円安米ドル高が進行した

ことや、政府による新型コロナウイルスの感染症法上の分類見直しを受けて国内経済

への回復期待が高まったこと。 
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（上昇） 米国などに比べ相対的に良好な経済見通しである日本株への外国人投資家からの資金

流入が続いたことや、AI（人工知能）向け需要の増加期待から半導体関連銘柄が大き

く上昇したこと。 

（上昇） 米連邦政府の債務上限引き上げ法案が成立したことやFOMC（米連邦公開市場委員会）

が11会合ぶりの利上げ見送りを決定したこと。 

 

・局面②（2023年６月下旬～期末） 

（下落） 年金基金などのリバランス（資産の再配分）による株式売却などの需給悪化懸念が高

まったことや、利益確定と思われる売り圧力が強まったこと。 

（上昇） ６月の米CPI（消費者物価指数）の伸び率鈍化を受けて利上げ終了が近いとの観測が広

がったことや、植田日銀総裁の発言を受けて金融政策修正観測が後退し、円安米ドル

高に転じて企業決算への期待が高まったこと。 

（下落） 日銀が金融政策決定会合で金融緩和政策の運用柔軟化を決定したことや、大手格付け

機関による米国債の格下げ、大手不動産会社の経営不安などを受けた中国経済への懸

念などからリスク回避姿勢が強まったこと。 

（上昇） 円安米ドル高が進み企業業績への期待感が高まったことや、パウエルFRB（米連邦準

備制度理事会）議長の講演や軟調な経済指標を受けて米国の追加利上げ観測が後退し

たこと。 

 

○投資環境 

（１） 製造業は世界的に景況感の低迷が継続し、数量を示す生産指数においても多くの業種が

減産の様子を示しています。しかし、経済全体で見ると物価上昇や好調な雇用環境は堅

調さが維持されているなど、まだら模様な経済環境が継続しています。半導体不足の解

消によって、製造業の中では珍しく順調な生産が行なわれている自動車産業や、経済の

コロナ禍からの正常化以降堅調さを維持しているサービス消費が、このような経済活動

の堅調な側面を支えています。 

 

（２） 世界的に好材料と悪材料が混ざり合う環境の中で、日本経済は好材料の恩恵を強く受け

やすい立ち位置となりました。生産の正常化によって米国における売上が回復した自動

車産業や、外国人旅行客の回復によるインバウンド需要の盛り上がりなどが大きく日本

の経済成長に貢献しました。これらの実際の需要に関する部分以外に、期を通じて円安

が進行したことも日本企業の業績に対して好材料となりました。 

 

（３） サービス業の堅調さや、賃金の引き上げなどを背景として、世界的に物価の上昇はコロ

ナ禍以前と比べて速いペースが継続しました。しかし、エネルギー資源をはじめとする

素材価格の落ち着きに伴って、物価指標の前年比の数値は低下を示しており、各国中央

銀行は金融引き締めの姿勢を軟化させ始めました。一方で、これまで引き締めを行なっ
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てこなかった日本でも、諸外国同様に物価上昇の継続と賃金の上昇などは見られており、

日銀は７月の金融政策決定会合においてイールドカーブ・コントロール（長短金利操作）

における金利変動幅の柔軟化といった判断を行ないました。 

 

（４） 国内主要企業の2023年度上期の経常増益率（野村證券調べ、以下同じ）は半導体不足の

解消や円安の恩恵が大きかった自動車、外国人旅行客の回復による需要増加が影響した

サービスといった業種が寄与して主要企業全体で増益となりました。2023年度下期は自

動車の堅調な増益が継続することに加えて、２四半期にわたって業績不振が続いていた

化学や電気・精密といった業種では減益が止まり増益転換が予想されています。 

 

（５） 当期の日本株スタイル指数騰落率は、Russell/Nomura Large Cap Growth インデックスが

＋14.1％、Russell/Nomura Large Cap Value インデックスが＋38.6％、Russell/Nomura Small 

Cap インデックスが＋19.2％となりました。 

 

 
 

○当ファンドのポートフォリオ 

［ノムラ日本株戦略ファンド］ 

主要投資対象の［ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド］受益証券を高水準に組み入

れることを基本としました。期を通じて100％近い組み入れを維持し、期末の実質的な株式組

入比率（株価指数先物買い建てを含む）は98.2％としました。 

 

［ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド］ 

≪ファンド全体≫ 

【株式組入比率】 

・運用の基本方針に基づき高水準（フルインベストメント）を維持し、期末には98.3％（株価

指数先物買い建てを含む）としました。 

 

【投資スタイル配分】 

・当ファンドは大中型バリュー、大中型グロース、小型ブレンドの異なる３つの投資スタイル

を組み合わせて運用します。（マルチ・スタイル運用） 

・異なる３つの投資スタイル別にそれぞれの専門チームが運用します。（マルチ・マネージャー

運用） 

・ファンド専用の投資政策委員会が各投資スタイルへの資産配分を適宜決定します。（スタイ

ル・アロケーション） 
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・期首は大中型バリュー30.9％、大中型グロース47.3％、小型ブレンド19.4％の配分比率としま

した。世界的にサービス業の堅調さが維持されている中、日本は自動車産業の生産が順調な

ことや、訪日外国人観光客の回復といった固有の追い風も見られることから景気の見通しを

引き上げました。当運用期間を通して大中型グロースと小型ブレンドの比率を引き下げ、大

中型バリューの比率を引き上げました。期末は大中型バリュー44.4％、大中型グロース41.0％、

小型ブレンド12.1％としました。 

 

【業種配分・銘柄数】 

・自動車生産の回復や電動化製品の収益拡大が期待される輸送用機器や、堅調な業績を背景に

した株主還元の拡大などが期待される銀行業などの比率を引き上げました。一方で、中長期

的な利益成長に対する見方は変わらないものの半導体市況の低迷で利益成長の伸びが鈍化

すると考えられる機械や、景況感の悪化から短期的に利益が伸び悩むと判断した化学などの

比率を引き下げました。 

・期末の株式の投資銘柄数は93銘柄（期首92銘柄）、上位10銘柄の合計の純資産比率は41.1％

（期首33.7％）です。 

 

≪投資スタイル別≫ 

【大中型バリュー運用チーム】 

・株価の割安性による定量評価と個別企業の調査・分析に基づく定性評価を組み合わせて銘柄

の見直しを行なってきました。欧米のインフレ動向やそれに伴う金融政策の変化、国内にお

ける経済活動再開の動きや金融政策の修正など外部環境が変化する中で定性評価にあたっ

ては収益の信頼性やポテンシャル、財務の健全性を重視してきました。 

・自動車生産の回復や電動化製品の収益拡大が期待される輸送用機器や、国内オフィス市況の

回復が期待される不動産業などの比率を引き上げました。一方で、株価が上昇し割安度合い

が低下した卸売業や、住宅需要低迷により業績見通しが悪化した金属製品などの比率を引き

下げました。期末の組入銘柄数は21銘柄（期首は21銘柄）としました。 

 

＜投資割合を引き上げた主な業種（東証33業種分類、以下同じ）と銘柄＞ 

輸送用機器 ：自動車生産の回復や電動化製品の収益拡大が期待されるデンソー、同じく自

動車生産の回復に加えて株主還元の拡大が期待されるアイシンを買い付け。 

不 動 産 業 ：国内オフィス市況の回復や資本効率の維持向上に向けた取り組みが中期的

に期待される住友不動産を買い付け。 

 

＜投資割合を引き下げた主な業種と銘柄＞ 

卸 売 業：株価が上昇し割安度合いが低下した三菱商事を売却。 

金 属 製 品 ：日本や欧州での住宅需要低迷により業績見通しが悪化したLIXILを売却。 
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【大中型グロース運用チーム】 

・優れた経営と高い競争力により中長期で高いROE（株主資本利益率）を維持または改善でき

る企業、さらにマクロ環境に左右されず独自の要因で高い売上高成長を達成できる企業へ投

資をしていく方針です。企業を取り巻くマクロ経済環境や業界環境が変化する中で、今後の

中期的な成長性に注目して銘柄の見直しを行ないました。 

・コスト上昇による悪影響が緩和し、収益性の回復が期待される精密機器や、DX（デジタルト

ランスフォーメーション）やクリーンエネルギー関連など複数の分野で利益成長が期待され

る電気機器などの比率を引き上げました。一方で、中長期的な利益成長に対する見方は変わ

らないものの半導体市況の低迷で利益成長の伸びが鈍化すると考えられる機械や、景況感の

悪化から短期的に利益が伸び悩むと判断した化学などの比率を引き下げました。期末の組入

銘柄数は24銘柄（期首は23銘柄）としました。 

 

＜投資割合を引き上げた主な業種と銘柄＞ 

精 密 機 器 ：コスト上昇による悪影響の緩和やグローバルにおける症例数の増加によっ

て収益性の改善が可能であると判断したテルモを買い付け。 

電 気 機 器 ：構造改革が一巡し、今後はDXやクリーンエネルギー関連など複数の分野で

利益成長が加速していくと判断した日立製作所を買い付け。 

 

＜投資割合を引き下げた主な業種と銘柄＞ 

機 械：中長期的な利益成長に対する見方は変わらないものの、半導体市況の低迷で

利益成長の伸びが鈍化すると判断したディスコを売却。 

化 学：景況感の悪化による米国の住宅着工や半導体材料出荷数量の低迷から短期

的に利益が伸び悩むと判断した信越化学を売却。 

 

【小型ブレンド運用チーム】 

・個々の企業の成長ステージを見極め、最高益の更新が期待できる成長期の銘柄や、業績の回

復が見込まれるリストラ期の銘柄、株主還元の積極的な姿勢が評価できる銘柄へ投資をして

いく方針を継続しました。成長期の銘柄ではストック型収益比率が高く景況感に左右されず

成長が見込める企業や独自のビジネスモデルにより高い収益性を維持しながら市場シェア

拡大が見込まれる企業、リストラ期の銘柄では経営体制や事業ポートフォリオの見直しなど

による企業価値向上が期待できる企業に投資しました。 

・インターネットを活用した低い経費率を強みとし、口座数の増加や決済などの手数料収入の

増加による成長が見込める銀行業や、経済再開に伴う消費者の資金需要増や航空機リースの

残高伸長による業績拡大が期待されるその他金融業などの比率を引き上げました。一方で、

医薬品の研究開発費用増による業績停滞が懸念されたサービス業や、半導体向け電子材料の

成長期待による株価上昇で割安度合いが低下した化学などの比率を引き下げました。期末の

組入銘柄数は50銘柄（期首は48銘柄）としました。 
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＜投資割合を引き上げた主な業種と銘柄＞ 

銀 行 業：インターネットを活用した低い経費率を強みとし、口座数の増加や決済など

の手数料収入の増加による成長が見込める楽天銀行を買い付け。 

その他金融業：経済再開に伴う消費者の資金需要増やキャッシュレス決済比率の高まりの

恩恵が期待されるイオンフィナンシャルサービス、環境エネルギーや航空機

リースの残高伸長による業績拡大が見込めるみずほリースを買い付け。 

 

＜投資割合を引き下げた主な業種と銘柄＞ 

サービス業 ：バイオ医薬品の研究開発費用増による業績停滞が懸念された新日本科学、建

設廃材などの廃棄物処理量の増加で業績が伸長し株価が上昇した大栄環境

を売却。 

化 学：半導体向け電子材料の成長期待による株価上昇で割安度合いが低下した東

京応化工業を売却。 

 

○当ファンドのベンチマークとの差異 

＊ベンチマーク対比では2.2ポイントのマイナス 

基準価額の騰落率は＋22.5％となり、ベンチ

マークであるTOPIX（東証株価指数）の＋24.7％

を2.2ポイント下回りました。 

 

【主な差異要因】 

（プラス要因） 

①ベンチマークに比べて高めの比率としてい

た鹿島建設、三菱UFJフィナンシャル・グルー

プなどの株価がベンチマークよりも値上が

りしたこと。 

②非保有としていた第一三共の株価が値下が

りしたこと。 

③業種配分においてベンチマークに比べて高

めの比率としていた鉱業がベンチマークよ

りも値上がりしたこと。 
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（マイナス要因） 

①ベンチマークに比べて高めの比率としていたGMOペイメントゲートウェイ、エムスリーな

どの株価が値下がりしたこと。 

②非保有だったトヨタ自動車の株価がベンチマークよりも値上がりしたこと。 

③業種配分においてベンチマークに比べて高めの比率としていた電気機器がベンチマークに

劣後したこと。 

④スタイル配分においてベンチマークに比べて低めの比率としていた大中型バリューがベン

チマークよりも値上がりしたこと。 

 

 

◎分配金 

（１） 収益分配金につきましては、配当等収益や基準価額水準などを勘案して１万口当たり200

円とさせていただきました。 

（２） 留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行ないます。 

 

○分配原資の内訳 

 （単位：円、１万口当たり・税込み） 

項 目 
第47期 

2023年３月21日～ 
2023年９月20日 

当期分配金 200  

(対基準価額比率) 1.408％ 

 当期の収益 200  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 5,558   
（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 
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◎今後の運用方針 

［ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド］ 

＜投資環境＞ 

過剰在庫の調整が必要となった電子部品・半導体や、金融引き締めの効果を受けていると考

えられる設備投資関連の品目では生産縮小を余儀なくされている一方、供給制約の解消が遅れ

ていた自動車産業はようやく挽回生産の局面が訪れるなど、製造業全体では生産活動はもみ

合った動きが継続しています。 

中国ではロックダウン（都市封鎖）解除によってようやく経済活動の正常化が進んだものの、

不動産会社の信用不安が露わになって以降、経済活動の低迷が続いています。米国や欧州に先

んじて金利引き下げなどの景気刺激策を打っているものの、設備投資のような積極的な経済活

動の盛り上がりを確認するには時間が必要と考えられます。 

自動車産業以外では明るいニュースが出てこない製造業とは反対に、個人の消費活動をはじ

めとするサービス業関連はいまだ堅調さを維持しています。この勢いの背景には、コロナ禍に

企業・個人どちらに対しても行なわれた手厚い財政支援があげられます。企業や個人の資産に

おいて高い余剰貯蓄が維持されている間、このサービス業主導の経済成長の「粘り腰」と言え

る状況は継続する可能性が高いと考えられます。 

金融政策では世界的に昨年から高いインフレ率を懸念して、景気引き締め策として積極的な

利上げが行なわれてきました。現状では上で述べたサービス消費は貯蓄で賄うことができてお

り、想定された景気引き締め効果が発現しにくい状況となっています。しかし、堅調な消費活

動によって企業や個人の資産に対する余剰貯蓄も米国では徐々に低下しており、今後債務の借

り換えの時期が訪れた時には、高金利の影響が徐々に表面化することに注意が必要です。 

中国のロックダウン解除などによる外国人観光客の増加や、遅れて回復した自動車生産の恩

恵などが世界の他の国々と比べて日本経済固有の追い風となっています。上で述べたような世

界的な「粘り腰」が継続する間は、このような要因が後押しとなり他国に比べて相対的に高い

経済成長を維持しやすく、好景気と呼べる状況は長期化する可能性が高いと考えられます。現

状の日本経済の強さに注意しつつ、米国などのサービス業主導による「粘り腰」の状況が崩れ

る場合、それが市場傾向の転換点となる可能性に注意して投資判断を行なって参ります。 
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＜投資方針＞ 

【投資スタイル配分】 

景気局面判断、金利見通し、スタイル指数間のバリュエーション格差などをふまえ、当面は、
大中型バリューと大中型グロースでは大中型バリューを高い配分比率とし、小型ブレンドはベ
ンチマークよりやや低い比率を維持する方針です。 

 
【大中型バリュー運用チーム】 

株価の割安性による定量評価と個別企業の調査・分析に基づく定性評価を組み合わせて、市
場が見過ごしている価値（バリュー）を発掘し、投資をしていく方針です。 
欧米の金融政策の変化や景気動向、国内における経済活動再開の動きや金融政策の修正など

外部環境の変化が企業の収益力・競争力に大きな影響を与えてきており、定性評価の重要性が
更に高まっています。 

特に、保有資産との比較で割安で収益性改善のポテンシャルを持つ企業、資本効率や株価を
意識した経営への変化がみられる企業、強い競争力に支えられた収益性を背景に株主還元の強
化が期待される企業などに注目しています。 

 
【大中型グロース運用チーム】 

国内外の景気変動や国際情勢など外部環境が激しく変動する環境下でも、強い競争力や構造
改革などの自助努力により中期で相対的に高い利益成長を実現できると期待される企業に投
資を行ないます。米国においてはインフレ率の高原状態が続いていることや中国においては不
動産市況の低迷が続いているなど、引き続きグローバル経済は先行きが不透明な状況が続いて
います。そのような環境下で当ファンドは外部環境に左右されず、自助努力により利益成長が
可能な銘柄に投資を行ない、引き続き機動的な銘柄の比率調整、入れ替えを実施していく方針
です。 

 
【小型ブレンド運用チーム】 

個々の企業の成長ステージを見極め、最高益の更新が期待できる成長期の銘柄や、業績の回
復が見込まれるリストラ期の銘柄、株主還元強化などを通じ資本効率改善が見込める銘柄へ投
資をしていく方針です。成長期の銘柄ではストック型収益比率が高く景況感に左右されず成長
が見込める企業や独自のビジネスモデルにより高い収益性を維持しながら市場シェア拡大が
見込まれる企業、リストラ期の銘柄では経営体制や事業ポートフォリオの見直しなどによる企
業価値向上が期待できる企業に注目しています。また、外部環境の変化などにより株価が大き
く変動する局面では、銘柄の比率調整や入れ替えを積極的に行なっていく考えです。 

 
［ノムラ日本株戦略ファンド］ 

前述の投資環境認識と投資方針のもと、主要投資対象の［ノムラ日本株戦略ファンド マザー
ファンド］の組み入れを高位に維持して、基準価額の向上に努めます。 

 
今後ともご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。   
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○１万口当たりの費用明細 (2023年３月21日～2023年９月20日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 138  1.051  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 65)  (0.495)  ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） ( 67)  (0.514)  購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理 
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） (  5)  (0.041)  ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 6   0.044   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） (  6)  (0.044)   

 （ 先 物 ・ オ プ シ ョ ン ） (  0)  (0.000)   

（c） そ の 他 費 用 0   0.002   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.002)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 144   1.097    

期中の平均基準価額は、13,096円です。  

 
＊期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。

＊各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

＊売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するもの

を含みます。 

＊各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第３位未満は四捨五入してあります。 
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（参考情報） 

◯総経費率 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価

証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で

除した総経費率（年率）は2.08％です。 
 

  
（注）当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 

（注）各比率は、年率換算した値です。 

（注）当ファンドの費用は、マザーファンドが支払った費用を含みます。 

（注）当ファンドのその他費用には、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用が含まれます。 

（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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○売買及び取引の状況 (2023年３月21日～2023年９月20日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド 102,705 405,100 755,743 3,241,700 

 
＊単位未満は切り捨て。 

 

○株式売買比率 (2023年３月21日～2023年９月20日) 

 

項 目 
当 期 

ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 86,392,867千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 67,768,937千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.27   
 
＊(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2023年３月21日～2023年９月20日) 

 

＜ノムラ日本株戦略ファンド＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド＞ 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 41,392 703 1.7 45,000 1,336 3.0 

平均保有割合 70.9%       
 
※平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該子ファンドのマザーファンド所有口数の割合。 

 

 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

利害関係人との取引状況 
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項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 22,188千円 
うち利害関係人への支払額（B） 788千円 

（B）／（A） 3.6％   
 
＊売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは野村
證券株式会社です。 

 

○組入資産の明細 (2023年９月20日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド 12,159,716 11,506,678 52,350,786 
 
＊口数・評価額の単位未満は切り捨て。 

 

○投資信託財産の構成 (2023年９月20日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド 52,350,786 97.4 

コール・ローン等、その他 1,419,909 2.6 

投資信託財産総額 53,770,695 100.0 
 
＊金額の単位未満は切り捨て。 

 

 

親投資信託残高 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2023年９月20日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 53,770,695,162   

 コール・ローン等 1,384,609,044   

 ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド(評価額) 52,350,786,118   

 未収入金 35,300,000   

(B) 負債 1,314,047,905   

 未払収益分配金 749,079,834   

 未払解約金 38,305,976   

 未払信託報酬 525,829,446   

 未払利息 2,453   

 その他未払費用 830,196   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 52,456,647,257   

 元本 37,453,991,746   

 次期繰越損益金 15,002,655,511   

(D) 受益権総口数 37,453,991,746口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 14,006円 
 

（注）期首元本額は38,600,712,098円、期中追加設定元本額は

520,086,446円、期中一部解約元本額は1,666,806,798円、１口

当たり純資産額は1.4006円です。 
 

○損益の状況 (2023年３月21日～2023年９月20日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △        91,908   

 受取利息 14   

 支払利息 △        91,922   

(B) 有価証券売買損益 10,220,353,475   

 売買益 10,491,676,236   

 売買損 △   271,322,761   

(C) 信託報酬等 △   526,659,642   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 9,693,601,925   

(E) 前期繰越損益金 9,918,777,041   

(F) 追加信託差損益金 △ 3,860,643,621   

 (配当等相当額) (   1,953,071,597)  

 (売買損益相当額) (△ 5,813,715,218)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 15,751,735,345   

(H) 収益分配金 △   749,079,834   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 15,002,655,511   

 追加信託差損益金 △ 3,860,643,621   

 (配当等相当額) (   1,956,098,828)  

 (売買損益相当額) (△ 5,816,742,449)  

 分配準備積立金 18,863,299,132   
 
＊損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによる

ものを含みます。 

＊損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等

相当額を含めて表示しています。 

＊損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設

定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいい

ます。 

 

（注）分配金の計算過程（2023年３月21日～2023年９月20日）は以下の通りです。 

項 目 
当 期 

2023年３月21日～ 
2023年９月20日 

a. 配当等収益(経費控除後) 520,384,013円 

b. 有価証券売買等損益(経費控除後・繰越欠損金補填後) 3,745,527,164円 

c. 信託約款に定める収益調整金 1,956,098,828円 

d. 信託約款に定める分配準備積立金 15,346,467,789円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 21,568,477,794円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 5,758円 

g. 分配金 749,079,834円 

h. 分配金(１万口当たり) 200円 
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○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 200円 
 
※分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合、分配金は全額普通分配金となります。 

※分配前の基準価額が個別元本を上回り、分配後の基準価額が個別元本を下回る場合、分配金は個別元本を上回る部分が普通分配金、下回

る部分が元本払戻金（特別分配金）となります。 

※分配前の基準価額が個別元本と同額または下回る場合、分配金は全額元本払戻金（特別分配金）となります。 

 

○お知らせ 

 該当事項はございません。 
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○（参考情報）親投資信託の組入資産の明細 (2023年９月20日現在) 

＜ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド＞ 
 下記は、ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド全体(16,272,529千口)の内容です。 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

水産・農林業（0.3％）    

マルハニチロ 132.3 42.1 111,396 

サカタのタネ 53.2 24 106,080 

鉱業（3.7％）    

ＩＮＰＥＸ 989.3 1,189.9 2,696,908 

建設業（7.2％）    

長谷工コーポレーション 392.1 247.3 490,272 

鹿島建設 901.8 937.8 2,408,270 

五洋建設 － 102.1 94,381 

住友林業 － 219.5 906,974 

大和ハウス工業 322.1 302.4 1,266,451 

テスホールディングス 101.5 － － 

食料品（1.5％）    

アサヒグループホールディングス 141.8 171.8 1,006,060 

ニチレイ 97.5 25.6 89,420 

繊維製品（0.5％）    

三陽商会 － 34.1 69,393 

デサント 84.5 72.6 279,510 

パルプ・紙（0.2％）    

ザ・パック － 32.3 104,652 

化学（2.2％）    

日本曹達 － 33.6 191,184 

信越化学工業 73.6 219.2 1,002,620 

三和油化工業 18.5 30.3 94,233 

東京応化工業 56.7 2 17,992 

ＫＨネオケム 102.2 31.2 74,068 

太陽ホールディングス 103.7 48.9 128,362 

資生堂 92.2 － － 

ミルボン 32.8 9.5 44,365 

ファンケル 31.6 － － 

医薬品（2.7％）    

中外製薬 304.2 222.4 966,995 

参天製薬 137 － － 

ＪＣＲファーマ － 411.2 577,941 

そーせいグループ － 252.4 409,645 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

ゴム製品（3.3％）    

横浜ゴム 288.4 742.2 2,391,368 

ガラス・土石製品（1.3％）    

太平洋セメント 284.8 322.4 904,009 

鉄鋼（－％）    

東京製鐵 125.5 － － 

非鉄金属（1.9％）    

住友金属鉱山 169.6 223.5 1,042,627 

ＵＡＣＪ 97.8 2 6,610 

古河電気工業 92.8 110.3 287,000 

金属製品（－％）    

ＬＩＸＩＬ 378.8 － － 

機械（0.8％）    

ディスコ 52.9 － － 

ハーモニック・ドライブ・システムズ 84.8 49 172,480 

オルガノ － 22.9 89,997 

ＣＫＤ 149.8 136.7 289,530 

ＴＨＫ 169.6 － － 

電気機器（21.2％）    

日立製作所 － 307.8 3,043,218 

ＭＣＪ 146.1 135.9 154,654 

ルネサスエレクトロニクス 928.3 544.3 1,251,890 

富士通ゼネラル 33.5 57.2 159,073 

ソニーグループ 260.6 － － 

キーエンス 50.7 37.3 2,164,892 

日本電子 － 151.4 713,851 

新光電気工業 173.3 228.8 1,338,022 

太陽誘電 342.2 475.4 2,095,087 

ＫＯＡ 169.4 176.9 321,427 

東京エレクトロン 63.6 196.5 4,072,462 

輸送用機器（11.9％）    

豊田自動織機 189.5 － － 

デンソー 130.4 327.5 3,401,087 

川崎重工業 260.5 － － 

アイシン － 194 1,116,664 

マツダ － 788.8 1,430,883 
 

国内株式 
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銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

本田技研工業 286.8 491.7 2,625,678 

精密機器（2.9％）    

テルモ － 465.5 1,945,790 

メニコン 66.3 68 134,436 

その他製品（0.6％）    

スノーピーク 131.5 40.8 56,018 

大建工業 46.4 － － 

ヨネックス 349.1 237.1 370,350 

電気・ガス業（0.2％）    

関西電力 609.6 － － 

四国電力 － 148.7 158,216 

陸運業（0.1％）    

京阪ホールディングス 157.3 21.4 89,173 

情報・通信業（7.4％）    

ＳＨＩＦＴ 53.5 34.7 911,742 

ＧＭＯペイメントゲートウェイ 97.9 61.6 515,776 

プラスアルファ・コンサルティング 156.4 183 492,087 

ココナラ 214.9 － － 

ビジョナル 31.4 31.8 251,856 

ラクスル － 11.7 17,035 

ＪＭＤＣ 309.4 270.8 1,494,816 

フューチャー 341.9 268.1 388,208 

オービックビジネスコンサルタント 64.9 2.1 12,411 

ウェザーニューズ 29.4 29.9 190,463 

ＡＮＹＣＯＬＯＲ 59.5 － － 

ｅＷｅＬＬ 40.1 74.9 266,644 

ＢＩＰＲＯＧＹ － 17.6 66,844 

ＴＢＳホールディングス － 298.3 763,648 

スカパーＪＳＡＴホールディングス 282.1 － － 

卸売業（3.6％）    

双日 － 365.6 1,273,019 

マクニカホールディングス 104 81.7 538,403 

長瀬産業 211.5 227.5 573,641 

三菱商事 319 － － 

キヤノンマーケティングジャパン 199.1 － － 

ＰＡＬＴＡＣ 75.6 46.4 222,441 

小売業（5.7％）    

ゲオホールディングス 180.6 142.2 351,091 

セリア 143.4 22.6 50,330 

ジンズホールディングス 25.7 42.7 132,583  

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

ＭｏｎｏｔａＲＯ 396.7 168.1 267,615 

三越伊勢丹ホールディングス 287.1 267.5 458,896 

オイシックス・ラ・大地 188.9 120.5 200,753 

高島屋 － 77.8 168,670 

ケーズホールディングス 537.6 1,044.7 1,469,370 

ニトリホールディングス 63.9 61.1 1,039,005 

銀行業（11.2％）    

楽天銀行 － 218.5 476,330 

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 2,568.7 3,738.4 4,863,658 

三井住友フィナンシャルグループ 334.1 360.9 2,750,418 

千葉銀行 781.2 － － 

保険業（2.8％）    

ＳＯＭＰＯホールディングス 307.7 299.8 2,050,032 

その他金融業（0.7％）    

プレミアグループ 234.1 86.4 137,980 

みずほリース － 42 211,260 

イオンフィナンシャルサービス － 143.3 188,296 

不動産業（3.7％）    

東急不動産ホールディングス 1,080.6 835.1 811,049 

ティーケーピー 147 166.9 454,301 

住友不動産 － 351.7 1,421,571 

カチタス 243.5 － － 

サービス業（2.4％）    

エス・エム・エス 307.7 145.2 373,744 

新日本科学 102.9 － － 

ベネフィット・ワン － 127 139,319 

エムスリー 295.5 184.8 513,928 

ビー・エム・エル 46.1 － － 

クリーク・アンド・リバー社 64.4 42 89,880 

イー・ガーディアン 49.7 － － 

インソース － 381.3 387,019 

ＮｅｘＴｏｎｅ 24.8 23.1 40,263 

東祥 186.5 152.4 176,936 

大栄環境 216.4 － － 

合 計 
株 数 ・ 金 額 21,863 22,617 72,167,025 

銘柄数＜比率＞ 92 93 ＜97.5％＞ 
 
＊各銘柄の業種分類は、期首、期末の各時点での分類に基づいてい

ます。 

＊銘柄欄の（ ）内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。

＊評価額欄の< >内は、このファンドが組み入れているマザーファ

ンドの純資産総額に対する評価額の比率。 

＊評価額の単位未満は切り捨て。 
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銘      柄      別 
当 期 末 

買   建   額 売   建   額 

国 
内 

  百万円 百万円 

株式先物取引 ＴＯＰＩＸ 645 － 
 
＊単位未満は切り捨て。 

 

 

先物取引の銘柄別期末残高 
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